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９.防災指針の検討 

9.1 防災指針の概要 

（１）防災指針とは 

防災指針は、居住や都市機能の誘導を図る上で必要となる都市の防災に関する機能の確保を

図るための指針であり、当該指針に基づく具体的な取組と併せて立地適正化計画に定めるもの

です。 

本市においては、葛下川及びその支川となる中小河川周辺の洪水浸水想定区域や、丘陵部や

市街地内に存在する土砂災害(特別)警戒区域、急傾斜地崩壊危険区域等の災害リスクが存在す

ることから、防災・減災対策を踏まえたまちづくりを推進する必要があります。 

防災指針の検討は、以下のフローに基づいて行います。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 9.1 防災指針の検討フロー  

◆災害ハザード情報 
洪水浸水、土砂災害、大規模盛土
造成地、地震といった災害ハザー
ド情報を収集整理します。 

◆災害リスクの高い地域の抽出 (重ね合わせ分析) 
整理した情報を地図上に重ね合わせることで、どの地域にどのような課題
があるのかを可視化します。 

◆課題整理 
重ね合わせ分析から抽出した課題を整理し、地域別に分析します。 
 

◆取組の方針 
各課題に対する防災まちづくりの取組方針を設定します。 
 

◆取組施策とスケジュール 
上記で定めた方針に基づく具体的な取組施策を検討し、施策ごとに短期
(５年)、中期(10 年)、長期(20 年)の取組目標を設定します。 
。 

◆目標値の設定 
施策の進行管理するための定量的な指標・目標値を設定します。 
 

◆都市情報 
人口、都市機能、防災関連施設に
係る情報を収集整理します。 

９．防災指針 
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（２）対象とする災害ハザード情報 

防災指針においては、本市で想定される災害ハザード情報を対象に分析を行います。 

表 9.1 対象とする災害ハザード情報 

分 類 災害ハザード情報 根拠法等 

洪水 
浸水 

○洪水浸水想定区域(浸水深：計画規模降雨) 

○洪水浸水想定区域(浸水深：想定最大規模降雨) 

○浸水継続時間(想定最大規模降雨) 

○家屋倒壊等氾濫想定区域(河岸侵食) 

水防法 
水防法施行規則 
洪水浸水想定区域図作成
マニュアル(第４版) 

土砂 
災害 

○土砂災害(特別)警戒区域(急傾斜地の崩壊、土石流) 
土砂災害警戒区域等にお
ける土砂災害防止対策の
推進に関する法律 

○急傾斜地崩壊危険区域 
急傾斜地の崩壊による災
害の防止に関する法律 

地震 
○震度想定(ゆれやすさマップ) ― 

○液状化想定(液状化マップ) ― 

※本市には地すべり防止区域の指定はありません(令和 6 年(2024 年)３月末時点)。 

（３）各災害ハザード情報の定義 

洪水浸水想定区域は、河川が氾濫した場合に浸水が想定される区域と浸水深を示した

もので、「計画規模降雨」と「想定最大規模降雨」で想定されています。 

・計 画 規 模 降 雨：河川整備の基本となる降雨(１/200 年超過確率) 

・想定最大規模降雨：想定し得る最大規模の降雨(１/1,000 年超過確率) 

（参考①）浸水深の目安 

・５m：一般的な家屋の２階が水没 

・３m：一般的な家屋の２階床下に相当 

・0.5m：一般的な家屋の１階床高に相当 

 

 

（参考②）浸水深ごとの被害指標 

浸水深 3.0ｍ以上 
家屋２階の床下が浸水する水位です。平屋の家屋では垂直避難

が困難となります。 

浸水深 0.7ｍ以上 
家屋１階のコンセントが浸水する水位です。停電が発生するた

め、介護設備等の使用が困難になります。 

浸水深 0.5ｍ以上 
家屋１階の床上が浸水する水位です。徒歩による移動が困難に

なります。 

浸水深 0.3ｍ以上 
自動車の走行が困難となります。災害時要援護者※の避難が困

難になります。 
※災害時要援護者：高齢者、障がい者、乳幼児、妊婦、医療・社会福祉施設の入院患者・入所者等 

資料：水害の被害指標分析の手引(平成 25 年(2013 年)試行版 国土交通省) 

洪水浸水想定区域図作成マニュアル(第４版)(平成 27 年(2015 年 国土交通省) 

《洪水浸水想定区域について》 
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家屋倒壊等氾濫想定区域(河岸侵食)は、想定最大規模降雨による洪水時に、堤防が侵

食され、その背後にある家屋が流失・倒壊することが想定される区域です。 

（参考）家屋倒壊等氾濫想定区域(河岸侵食)における被害指標 

この区域では家屋の基礎を支える地盤が流失し、侵食範囲にある家屋は、家屋本体の

構造に依らず倒壊・流出の危険があるため、屋内での退避(垂直避難)ではなく、立退き

避難(水平避難)が求められます。 

 

 
 

土砂災害については「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関す

る法律」により、土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域が指定されるほか、「急

傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律」により急傾斜地崩壊危険区域が指定さ

れます。 

土砂災害警戒区域は、がけ崩れや土石流等により住民等の生命・身体に危害が生ずる

恐れのある区域であり、いわゆるイエローゾーンと呼ばれます。土砂災害特別警戒区域

は、その内でも建築物に損壊が生じ、住民等の生命又は身体に著しい危害が生ずる恐れ

のある区域であり、いわゆるレッドゾーンと呼ばれます。 

急傾斜地崩壊危険区域は、崩壊する恐れのある急傾斜地であり、その崩壊が助長され、

又は誘発される恐れがないようにするため、一定の行為が禁止若しくは制限される区

域です。 

資料：立地適正化計画作成の手引き(令和５年(2023 年)11 月改訂版 国土交通省) 

香芝市総合防災マップ(令和 5 年度(2023 年度)改訂版)  

浸水継続時間は、想定最大規模降雨時に浸水深 0.5ｍに達してから、その浸水深を下

回るまでの時間を示したものです。 

（参考①）浸水継続時間が３日以上の場合 

・３日以上孤立すると飲料水や食料等が不足し、健康障害の発生や最悪の場合は生命

の危機が生ずる恐れがあります。 

（参考②）洪水浸水想定区域(浸水深：想定最大規模降雨)と浸水継続時間のデータについて 

・奈良県が指定・公表している洪水浸水想定区域(浸水深：想定最大規模降雨)と浸水継

続時間(想定最大規模降雨)のデータは、メッシュスケールが異なるため、洪水浸水想

定区域と浸水継続時間の区域の範囲は一致しません。 

資料：水害の被害指標分析の手引(平成 25 年(2013 年)試行版 国土交通省) 

《浸水継続時間について》 

《家屋倒壊等氾濫想定区域(河岸侵食)について》 

資料：国土交通省 HP 

《土砂災害(特別)警戒区域等について》 
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9.2 災害リスクの高い地域の抽出 

（１）重ね合わせ分析の視点 

災害ハザード情報と都市情報の重ね合わせ分析により、災害リスクの高い地域や箇所の課題

の抽出を行います。 

 

 
 

 
 
 
 

災害ハザード情報 都 市 情 報 

【洪水浸水】 
①洪水浸水想定区域(浸水深：計画規模降雨) 

②洪水浸水想定区域(浸水深：想定最大規模降雨) 

③浸水継続時間(想定最大規模降雨) 

④家屋倒壊等氾濫想定区域(河岸侵食) 

 

１)人口密度 

２)都市機能(要配慮者の利用する施設) 

３)指定緊急避難場所(洪水)及びその徒歩 

圏域 

４)緊急輸送道路・アンダーパス 

【土砂災害】 
①土砂災害(特別)警戒区域 

(急傾斜地の崩壊、土石流) 

②急傾斜地崩壊危険区域 

 

 

１)人口密度 

２)都市機能(要配慮者の利用する施設) 

３)指定緊急避難場所(崖崩れ・土石流・ 

地滑り)及びその徒歩圏域 

４)緊急輸送道路 

【地  震】 
①震度想定(ゆれやすさマップ) 

②液状化想定(液状化マップ) 

 

 

１)人口密度 

２)都市機能(要配慮者の利用する施設) 

３)指定緊急避難場所(地震)及びその徒歩 

圏域 

４)緊急輸送道路 

分析の視点(洪水浸水・土砂災害・地震) 

 人口密度が高い区域に被災の恐れはないか 

 要配慮者の利用する施設の継続利用が困難となる恐れはないか 

 指定緊急避難場所への移動や施設利用が困難となる恐れはないか 

 緊急輸送道路の継続利用が困難となる区間はないか 

 危険なアンダーパスはないか 
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（２）洪水浸水×都市情報 

①洪水浸水想定区域(浸水深：計画規模降雨)×都市情報 

１)洪水浸水想定区域(浸水深：計画規模降雨)×人口密度 

0.5ｍ～3.0ｍ未満の浸水が想定される区域に、人口密度 40 人/ha 以上の区域（図中の表示

等）がみられます。これらの区域については、建物１階の床上浸水が懸念されるため、屋内安

全確保(垂直避難等)の対策が必要です。また、立退き避難が必要な場合は、自動車や徒歩によ

る移動が困難になることが懸念されるため、洪水ハザードマップ活用の促進、水防情報の提

供、避難体制の強化が必要です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  

  
 

凡   例 

区域 
市域  

浸水深 

0.5m 未満の区域  

市街化区域  0.5m～3.0m 未満の区域  

鉄道 

近畿日本鉄道  3.0m～5.0m 未満の区域  

JR 西日本  人口 

密度 

10-40 人/ha  

駅  40 人/ha 以上  

河川  

居住誘導区域  

都市機能誘導区域  

 資料：洪水浸水想定区域図(令和５年(2023 年)５月 30 日 奈良県) 

国勢調査(平成 27 年(2015 年)) 

 

図 9.２ 洪水浸水想定区域(浸水深：計画規模降雨)×人口密度 

0.5ｍ～3.0ｍ未満の浸水が想
定される区域内の人口密度
40 人/ha 以上の区域 
 

関屋駅 

志都美駅 

畠田駅 

二上駅 

二上山駅 

二上神社口駅 

JR 五位堂駅 

五位堂駅 

香芝駅 
近鉄下田駅 
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２)洪水浸水想定区域(浸水深：計画規模降雨)×都市機能(要配慮者の利用する施設) 

0.5ｍ～3.0ｍ未満の浸水が想定される区域に、要配慮者の利用する施設が５か所(福祉施設

４か所、子育て支援施設 1 か所)立地しています。これらの施設は、建物１階の床上浸水によ

る継続利用が困難になることが懸念されるため、要配慮者の特性に応じた避難体制の強化が

必要です。また、施設周辺においては自動車や徒歩による移動が困難になることが懸念され

るため、屋内安全確保(垂直避難等)の対策や洪水ハザードマップ活用の促進、水防情報の提

供等が必要です。 

  

資料：洪水浸水想定区域図(令和５年(2023 年)５月 30 日 奈良県) 

 

図 9.３ 洪水浸水想定区域(浸水深：計画規模降雨)×都市機能(要配慮者の利用する施設) 

 

0.5ｍ～3.0ｍ未満の浸水が
想定される区域に立地する
要配慮者の利用する施設 

関屋駅 

志都美駅 

畠田駅 

二上駅 

二上山駅 

二上神社口駅 

JR 五位堂駅 

五位堂駅 

香芝駅 

近鉄下田駅 

 
凡   例 

区域 
市域  

浸水深 

0.5m 未満の区域  

市街化区域  0.5m～3.0m 未満の区域  

鉄道 

近畿日本鉄道  3.0m～5.0m 未満の区域  

JR 西日本  
要配慮者 

の利用 

する施設 

福祉施設  

駅  子育て支援施設  

河川  医療施設  

居住誘導区域  教育施設  

都市機能誘導区域  
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３)洪水浸水想定区域(浸水深：計画規模降雨)×指定緊急避難場所(洪水)及びその徒歩圏域 

0.5ｍ～3.0ｍ未満の浸水が想定される区域に、指定緊急避難場所(洪水)となっている施設

が 1 か所立地しています。この施設は建物１階の床上浸水により避難所としての継続利用が

困難になる可能性があるため、状況により 2 階以上への避難を行う必要があります。 

指定緊急避難場所(洪水)から 500ｍの徒歩圏外における 0.5ｍ～3.0ｍ未満の浸水想定区

域については、立退き避難を行う場合、早めの避難開始の必要性を周知する必要があります。

また、徒歩圏内における 0.5ｍ～3.0ｍ未満の浸水想定区域については、徒歩や自動車による

移動が困難になることが懸念されるため、屋内安全確保(垂直避難等)、洪水ハザードマップ

活用の促進、水防情報の提供、避難体制の強化が必要です。 

   

資料：洪水浸水想定区域図(令和５年(2023 年)５月30 日 奈良県)  

香芝市総合防災マップ(令和5 年度(2023 年度)改訂版） 

 

図 9.４ 洪水浸水想定区域(浸水深：計画規模降雨)×指定緊急避難場所(洪水)及びその徒歩圏域 

関屋駅 

志都美駅 

畠田駅 

二上駅 

二上山駅 

二上神社口駅 

JR 五位堂駅 

五位堂駅 

香芝駅 
近鉄下田駅 

 
凡   例 

区域 
市域  

浸水深 

0.5m 未満の区域  

市街化区域  0.5m～3.0m 未満の区域  

鉄道 

近畿日本鉄道  3.0m～5.0m 未満の区域  

JR 西日本  
避難 

施設 

指定緊急避難場所かつ指定一般避難所  

駅  指定緊急避難場所かつ指定福祉避難所  

河川  指定緊急避難場所  

居住誘導区域  圏域 避難施設 500ｍ圏域  

都市機能誘導区域  

 
0.5ｍ～3.0ｍ未満の浸水が想定される指定
緊急避難場所(洪水)500ｍ圏域外の区域 

0.5ｍ～3.0ｍ未満の浸水が想定される指定
緊急避難場所(洪水)500ｍ圏域内の区域 

 

0.5ｍ～3.0ｍ未満の浸水が想定される区域
に立地する指定緊急避難場所(洪水) 



92 

４)洪水浸水想定区域(浸水深：計画規模降雨)×緊急輸送道路・アンダーパス 

0.5ｍ～3.0ｍ未満の浸水が想定される区域に、奈良県が緊急輸送道路として指定している

国道 168 号の一部区間が含まれます。当該区間では、浸水時において自動車の走行が困難に

なり緊急輸送道路として分断されることが懸念されるため、迂回路の検討等、県との連携に

よる対策が必要です。 

市内４か所のアンダーパスのうち、近鉄下田駅及び五位堂駅付近の 3 か所の地下通路周辺

部においては、0.5ｍ未満の浸水が想定されており、地下通路という構造からも歩行者への危

険性が懸念されるため、水防情報の提供や進入規制等による安全対策が必要です。 

 

資料：洪水浸水想定区域図 

(令和５年(2023 年)５月 30 日 奈良県) 

 

図 9.５ 洪水浸水想定区域(浸水深：計画規模降雨)×緊急輸送道路・アンダーパス 

0.5ｍ～3.0ｍ未満の浸水が
想定される緊急輸送道路で
ある国道 168 号の区間 

0.5ｍ未満の浸水が想定
されるアンダーパス 

国
道

1
6

8
号

 

関屋駅 

志都美駅 

畠田駅 

二上駅 

二上山駅 

二上神社口駅 

JR 五位堂駅 

五位堂駅 

香芝駅 

近鉄下田駅 

 
凡   例 

区域 
市域  

浸水深 

0.5m 未満の区域  

市街化区域  0.5m～3.0m 未満の区域  

鉄道 

近畿日本鉄道  3.0m～5.0m 未満の区域  

JR 西日本  

緊急 

輸送 

道路 

IC  

駅  西名阪自動車道  

河川  国道 165 号  

居住誘導区域  国道 168 号  

都市機能誘導区域  国道 大和高田バイパス  

  県道 中和幹線  

   アンダーパス  
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②洪水浸水想定区域(浸水深：想定最大規模降雨)×都市情報 

１)洪水浸水想定区域(浸水深：想定最大規模降雨)×人口密度 

0.5ｍ～3.0ｍ未満の浸水が想定される区域に、人口密度 40 人/ha 以上の区域（図中の表

示等）がみられます。これらの区域については、建物１階の床上浸水が懸念されるため、屋

内安全確保(垂直避難等)の対策が必要です。また、立退き避難が必要な場合は、自動車や徒

歩による移動も困難になることが懸念されるため、洪水ハザードマップ活用の促進、水防情

報の提供、避難体制の強化が必要です。 

  

資料：洪水浸水想定区域図(令和５年(2023 年)５月 30 日 奈良県) 

国勢調査(平成 27 年(2015 年))  

          

図 9.６ 洪水浸水想定区域(浸水深：想定最大規模降雨)×人口密度 

 

0.5ｍ～3.0ｍ未満の浸水が
想定される区域内の人口密度
40 人/ha 以上の区域 

関屋駅 

志都美駅 

畠田駅 

二上駅 

二上山駅 

二上神社口駅 

JR 五位堂駅 

五位堂駅 

香芝駅 

近鉄下田駅 

 
凡   例 

区域 
市域  

浸水深 

0.5m 未満の区域  

市街化区域  0.5m～3.0m 未満の区域  

鉄道 

近畿日本鉄道  3.0m～5.0m 未満の区域  

JR 西日本  人口 

密度 

10-40 人/ha  

駅  40 人/ha 以上  

河川  

居住誘導区域  

都市機能誘導区域  
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２)洪水浸水想定区域(浸水深：想定最大規模降雨)×都市機能(要配慮者の利用する施設) 

0.5ｍ～3.0ｍ未満の浸水が想定される区域に、要配慮者の利用する施設が 16 か所(医療施

設１か所、福祉施設９か所、子育て支援施設６か所)立地しています。これらの施設は、建物

１階の床上浸水が懸念されるため、要配慮者の特性に応じた避難体制の強化が必要です。ま

た、施設周辺においては自動車や徒歩による移動が困難になることが懸念されるため、屋内

安全確保(垂直避難等)の対策や洪水ハザードマップ活用の促進、水防情報の提供等が必要で

す。 

  

資料：洪水浸水想定区域図(令和５年(2023 年)５月 30 日 奈良県) 

 

図 9.７ 洪水浸水想定区域(浸水深：想定最大規模降雨)×都市機能(要配慮者の利用する施設) 

 

0.5ｍ～3.0ｍ未満の浸水が
想定される区域に立地する要
配慮者の利用する施設 

関屋駅 

志都美駅 

畠田駅 

二上駅 

二上山駅 

二上神社口駅 

JR 五位堂駅 

五位堂駅 

香芝駅 

近鉄下田駅 

 
凡   例 

区域 
市域  

浸水深 

0.5m 未満の区域  

市街化区域  0.5m～3.0m 未満の区域  

鉄道 

近畿日本鉄道  3.0m～5.0m 未満の区域  

JR 西日本  
要配慮者 

の利用 

する施設 

福祉施設  

駅  子育て支援施設  

河川  医療施設  

居住誘導区域  教育施設  

都市機能誘導区域  
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３)洪水浸水想定区域(浸水深：想定最大規模降雨)×指定緊急避難場所(洪水)及びその徒歩圏域 

0.5ｍ～3.0ｍ未満の浸水が想定される区域に、指定緊急避難場所(洪水)となっている施設

が 4 か所立地しています。これらの施設は建物１階の床上浸水により避難所としての継続利

用が困難になる可能性があるため、状況により 2 階以上への避難を行う必要があります。 

また、徒歩圏内外において 0.5ｍ～3.0ｍ未満の浸水が想定される区域がみられ、これらの

区域では徒歩や自動車による移動が困難になることが懸念されるため、屋内安全確保(垂直避

難等）、洪水ハザードマップ活用の促進、水防情報の提供、避難体制の強化が必要です。 

 
  

資料：洪水浸水想定区域図(令和５年(2023 年)５月 30 日 奈良県)  

香芝市総合防災マップ(令和 5 年度(2023 年度)改定版) 
 

 図 9.８ 洪水浸水想定区域(浸水深：想定最大規模降雨)×指定緊急避難場所(洪水)及びその徒歩圏域 

 

関屋駅 

志都美駅 

畠田駅 

二上駅 

二上山駅 

二上神社口駅 

JR 五位堂駅 

五位堂駅 

香芝駅 

近鉄下田駅 

 
凡   例 

区域 
市域  

浸水深 

0.5m 未満の区域  

市街化区域  0.5m～3.0m 未満の区域  

鉄道 

近畿日本鉄道  3.0m～5.0m 未満の区域  

JR 西日本  
避難 

施設 

指定緊急避難場所かつ指定一般避難所  

駅  指定緊急避難場所かつ指定福祉避難所  

河川  指定緊急避難場所  

居住誘導区域  圏域 避難施設 500ｍ圏域  

都市機能誘導区域  

 

 
0.5ｍ～3.0ｍ未満の浸水が想定される指定
緊急避難場所(洪水)500ｍ圏域外の区域 

0.5ｍ～3.0ｍ未満の浸水が想定される指定
緊急避難場所(洪水)500ｍ圏域内の区域 

 

0.5ｍ～3.0ｍ未満の浸水が想定される区域
に立地する指定緊急避難場所(洪水) 
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４)洪水浸水想定区域(浸水深：想定最大規模降雨)×緊急輸送道路・アンダーパス 

0.5ｍ～3.0ｍ未満の浸水が想定される区域に、緊急輸送道路である国道 168 号の４区間及

び国道 165 号の五位堂東部の区間が含まれます。当該区間では、浸水時において自動車の走

行が困難になり緊急輸送道路としての機能が低下することが懸念されるため、緊急輸送ルー

トの多重性・代替性の確保に向けて県との連携による対策が必要です。 

市内４か所のアンダーパスのうち、中和幹線沿いの市道において 0.5ｍ～3.0ｍ未満の浸水

が想定されており、東西の分断や自動車の水没等の対策を講じる必要があります。また、近

鉄下田駅及び五位堂駅付近の３か所の地下通路周辺部においては、0.5ｍ未満の浸水が想定さ

れており、地下通路という構造からも歩行者の危険性の増大が懸念されるため、水防情報の

提供、進入規制等による安全対策が必要です。 

 

  

 
凡   例 

区域 
市域  

浸水深 

0.5m 未満の区域  

市街化区域  0.5m～3.0m 未満の区域  

鉄道 

近畿日本鉄道  3.0m～5.0m 未満の区域  

JR 西日本  

緊急 

輸送 

道路 

IC  

駅  西名阪自動車道  

河川  国道 165 号  

居住誘導区域  国道 168 号  

都市機能誘導区域  国道 大和高田バイパス  

  県道 中和幹線  

   アンダーパス  

資料：洪水浸水想定区域図(令和５年(2023 年)５月 30 日 奈良県) 
 

図 9.９ 洪水浸水想定区域(浸水深：想定最大規模降雨)×緊急輸送道路・アンダーパス 

 

0.5ｍ未満の浸水が想定
されるアンダーパス 

0.5ｍ～3.0ｍ未満の浸水が
想定される緊急輸送道路で
ある国道 168 号の区間 

0.5ｍ～3.0ｍ未満の浸水が
想定される市道 7-178 号線
地下道 

0.5ｍ～3.0ｍ未満の
浸水が想定される緊急
輸送道路である国道
165 号の区間 

国
道

1
6

8
号

 

関屋駅 

志都美駅 

畠田駅 

二上駅 

二上山駅 

二上神社口駅 

JR 五位堂駅 

五位堂駅 

香芝駅 

近鉄下田駅 
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③浸水継続時間(想定最大規模降雨)×都市情報 

１)浸水継続時間(想定最大規模降雨)×人口密度 

人口密度 40 人/ha 以上の区域の大半は、想定最大規模降雨時の浸水継続時間が 12 時間未

満となっています。五位堂駅南東部等で 12 時間～１日未満の浸水が想定される区域がみら

れますが、長期の孤立に伴う飲料水や食料等の不足による健康障害の発生、生命の危機が生

じる恐れがあるとされる 3 日以上の浸水継続時間の区域はありません。 

  

 
凡   例 

区域 
市域  浸水 

継続 

時間 

12 時間未満の区域  

市街化区域  12 時間～１日未満の区域  

鉄道 

近畿日本鉄道  １日～３日未満の区域  

JR 西日本  人口 

密度 

10-40 人/ha  

駅  40 人/ha 以上  

河川  

居住誘導区域  

都市機能誘導区域  

 
資料：洪水浸水想定区域図(令和５年(2023 年)５月 30 日 奈良県)  

国勢調査(平成 27 年(2015 年)) 

 

図 9.10 浸水継続時間(想定最大規模降雨)×人口密度 

 

12 時間～1 日未満の浸水
継続が想定される人口密度
40 人/ha 以上の区域 

関屋駅 

志都美駅 

畠田駅 

二上駅 

二上山駅 

二上神社口駅 

JR 五位堂駅 

五位堂駅 

香芝駅 

近鉄下田駅 
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２)浸水継続時間(想定最大規模降雨)×都市機能(要配慮者の利用する施設) 

浸水継続時間が 12 時間以上の区域に、要配慮者の利用する施設は立地していません。12

時間未満の区域に、要配慮者の利用する施設が 15 か所(医療施設３か所、福祉施設８か所、

子育て支援施設４か所)立地しています。これらの施設は、浸水による一時的な機能低下が生

じることが懸念されるため、要配慮者が避難するための備えが必要です。  

資料：洪水浸水想定区域図(令和５年(2023 年)５月 30 日 奈良県) 

 

図 9.11 浸水継続時間(想定最大規模降雨)×都市機能(要配慮者の利用する施設) 

 

12 時間未満の浸水継続時間
が想定されている区域に立地
する要配慮者の利用する施設 

関屋駅 

志都美駅 

畠田駅 

二上駅 

二上山駅 

二上神社口駅 

JR 五位堂駅 

五位堂駅 

香芝駅 

近鉄下田駅 

 
凡   例 

区域 
市域  浸水 

継続 

時間 

12 時間未満の区域  

市街化区域  12 時間～１日未満の区域  

鉄道 

近畿日本鉄道  １日～３日未満の区域  

JR 西日本  
要配慮者 

の利用 

する施設 

福祉施設  

駅  子育て支援施設  

河川  医療施設  

居住誘導区域  教育施設  

都市機能誘導区域  
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３)浸水継続時間(想定最大規模降雨)×指定緊急避難場所(洪水)及びその徒歩圏域 

浸水継続時間が 12 時間以上の区域に、指定緊急避難場所(洪水)は立地していません。 

浸水継続時間が 12 時間未満の区域が指定緊急避難場所から 500ｍ圏域内外に存在してい

ます。これらの区域は、避難行動のための備蓄の確保や、立退き避難を行う場合は、早期の

避難行動や浸水リスクの低いルートを用いる等の対策が必要です。 

 

  

資料：洪水浸水想定区域図(令和５年(2023 年)５月 30 日 奈良県) 

 

図 9.12 浸水継続時間(想定最大規模降雨)×指定緊急避難場所(洪水)及びその徒歩圏域 

 

12 時間未満浸水継続時間が
想定される指定緊急避難場所
(洪水)500ｍ圏域外の区域 

12 時間未満浸水継続時間が
想定される指定緊急避難場所
(洪水)500ｍ圏域内の区域 

関屋駅 

志都美駅 

畠田駅 

二上駅 

二上山駅 

二上神社口駅 

JR 五位堂駅 

五位堂駅 

香芝駅 

近鉄下田駅 

 
凡   例 

区域 
市域  浸水 

継続 

時間 

12 時間未満の区域  

市街化区域  12 時間～１日未満の区域  

鉄道 

近畿日本鉄道  １日～３日未満の区域  

JR 西日本  
避難 

施設 

指定緊急避難場所かつ指定一般避難所  

駅  指定緊急避難場所かつ指定福祉避難所  

河川  指定緊急避難場所  

居住誘導区域  圏域 避難施設 500ｍ圏域  

都市機能誘導区域  
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４)浸水継続時間(想定最大規模降雨)×緊急輸送道路・アンダーパス 

浸水継続時間が 12 時間以上の区域に、緊急輸送道路・アンダーパスは含まれません。 

緊急輸送道路である国道 168 号の４区間及び国道 165 号の五位堂東部区間において、12

時間未満の浸水が想定されています。当該区間では、県との連携による対策が必要です。 

中和幹線沿いの市道のアンダーパスにおいて、12 時間未満の浸水が想定されており、一定

期間(半日程度)の災害リスクの回避対策が必要です。 

  

資料：洪水浸水想定区域図(令和５年(2023 年)５月 30 日 奈良県) 

 
図 9.13 浸水継続時間(想定最大規模降雨)×緊急輸送道路・アンダーパス 

12 時間未満の浸水継続
時間が想定される市道
7-178 号線地下道 

12 時間未満の浸水継続
時間が想定される緊急
輸送道路の区間(国道
165 号) 

12 時間未満の浸水継続時
間が想定される緊急輸送
道路の区間(国道 168 号) 

 
凡   例 

区域 
市域  浸水 

継続 

時間 

12 時間未満の区域  

市街化区域  12 時間～１日未満の区域  

鉄道 

近畿日本鉄道  １日～３日未満の区域  

JR 西日本  

緊急 

輸送 

道路 

IC  

駅  西名阪自動車道  

河川  国道 165 号  

居住誘導区域  国道 168 号  

都市機能誘導区域  国道 大和高田バイパス  

  県道 中和幹線  

   アンダーパス  

関屋駅 

志都美駅 

畠田駅 

二上駅 

二上山駅 

二上神社口駅 

JR 五位堂駅 

五位堂駅 

香芝駅 

近鉄下田駅 
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④家屋倒壊等氾濫想定区域(河岸侵食)×都市情報 

１)家屋倒壊等氾濫想定区域(河岸侵食)×人口密度 

河岸侵食が想定される区域において、人口密度 40 人/ha 以上の区域が各河川の周辺でみ

られます。これらの区域では、建物の構造に関わらず倒壊・流出が懸念され、垂直避難では

リスク回避が困難であることから、早い段階からの警戒・避難体制の強化等が必要であると

ともに、移転促進等の対策が必要です。 

   

資料：洪水浸水想定区域図(令和５年(2023 年)５月 30 日 奈良県) 

 国勢調査(平成 27 年(2015 年))  

            

図 9.14 家屋倒壊等氾濫想定区域(河岸侵食)×人口密度 

河岸侵食が想定される人口密
度 40 人/ha 以上の区域 

関屋駅 

志都美駅 

畠田駅 

二上駅 

二上山駅 

二上神社口駅 

JR 五位堂駅 

五位堂駅 

香芝駅 

近鉄下田駅 

 
凡   例 

区域 
市域  家屋倒壊等氾濫想定区域(河岸侵食)  

市街化区域  人口 

密度 

10-40 人/ha  

鉄道 

近畿日本鉄道  40 人/ha 以上  

JR 西日本  

駅  

河川  

居住誘導区域  

都市機能誘導区域  
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２)家屋倒壊等氾濫想定区域(河岸侵食)×都市機能(要配慮者の利用する施設) 

河岸侵食が想定される区域に要配慮者の利用する施設が７か所(医療施設１か所、福祉施設

６か所)立地しています。これらの施設は、建物の構造に関わらず倒壊・流出が懸念され、垂

直避難ではリスク回避が困難であることから、早い段階からの警戒・避難体制の強化等が必

要であるとともに、移転促進等の対策が必要です。 

 
   

資料：洪水浸水想定区域図(令和５年(2023 年)５月 30 日 奈良県) 

 

図 9.15 家屋倒壊等氾濫想定区域(河岸侵食)×都市機能(要配慮者の利用する施設) 

 

河岸侵食が想定される区
域に立地する要配慮者の
利用する施設 

関屋駅 

志都美駅 

畠田駅 

二上駅 

二上山駅 

二上神社口駅 

JR 五位堂駅 

五位堂駅 

香芝駅 

近鉄下田駅 

 
凡   例 

区域 
市域  家屋倒壊等氾濫想定区域(河岸侵食)  

市街化区域  
要配慮者 

の利用 

する施設 

福祉施設  

鉄道 

近畿日本鉄道  子育て支援施設  

JR 西日本  医療施設  

駅  教育施設  

河川  

居住誘導区域  

都市機能誘導区域  
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３)家屋倒壊等氾濫想定区域(河岸侵食)×指定緊急避難場所(洪水)及びその徒歩圏域 

河岸侵食が想定される区域に、指定緊急避難場所(洪水)は立地していません。 

しかしながら、河岸侵食に伴う橋梁の流出等による避難ルートの分断や避難が困難となり

孤立するエリアの発生等が懸念されるため、河岸侵食の発生等を踏まえた避難対策が必要で

す。 

  

 
凡   例 

区域 
市域  家屋倒壊等氾濫想定区域(河岸侵食)  

市街化区域  
避難 

施設 

指定緊急避難場所かつ指定一般避難所  

鉄道 

近畿日本鉄道  指定緊急避難場所かつ指定福祉避難所  

JR 西日本  指定緊急避難場所  

駅  圏域 避難施設 500ｍ圏域  

河川  

居住誘導区域  

都市機能誘導区域  

 
資料：洪水浸水想定区域図(令和５年(2023 年)５月 30 日 奈良県) 

香芝市総合防災マップ(令和 5 年度(2023 年度)改定版) 

 

図 9.16 家屋倒壊等氾濫想定区域(河岸侵食)×指定緊急避難場所(洪水)及びその徒歩圏域 

 

河岸侵食によって、避難
が困難になる可能性があ
るエリア 

関屋駅 

志都美駅 

畠田駅 

二上駅 

二上山駅 

二上神社口駅 

JR 五位堂駅 

五位堂駅 

香芝駅 

近鉄下田駅 
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４)家屋倒壊等氾濫想定区域(河岸侵食)×緊急輸送道路 

河岸侵食が想定される区域を、国道 165 号や国道 168 号が通過しています。これらの箇

所で河岸侵食が発生した場合、橋梁の流出等による長期的な緊急輸送ネットワークの分断に

より、災害復旧活動に大きな支障をきたすことが懸念されるため、県との連携による対策が

必要です。 

 

 
 

 

  

資料：洪水浸水想定区域図(令和５年(2023 年)５月 30 日 奈良県) 

香芝市総合防災マップ(令和 5 年度(2023 年度)改定版) 

 

図 9.17 家屋倒壊等氾濫想定区域(河岸侵食)×緊急輸送道路 

国
道

1
6

8
号

 

河岸侵食による分断が
懸念される緊急輸送道
路の箇所 

関屋駅 

志都美駅 

畠田駅 

二上駅 

二上山駅 

二上神社口駅 

JR 五位堂駅 

五位堂駅 

香芝駅 

近鉄下田駅 

 
凡   例 

区域 
市域  家屋倒壊等氾濫想定区域(河岸侵食)  

市街化区域  

緊急 

輸送 

道路 

IC  

鉄道 

近畿日本鉄道  西名阪自動車道  

JR 西日本  国道 165 号  

駅  国道 168 号  

河川  国道 大和高田バイパス  

居住誘導区域  県道 中和幹線  

都市機能誘導区域  
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（３）土砂災害×都市情報 

①土砂災害(特別)警戒区域(急傾斜地の崩壊、土石流)×都市情報 

１)土砂災害(特別)警戒区域(急傾斜地の崩壊、土石流)×人口密度 

土砂災害警戒区域(急傾斜地の崩壊)が、香芝駅東部の人口密度 10～40 人/ha 未満の区域

に指定されています。また、土砂災害(特別)警戒区域(急傾斜地の崩壊)が、関屋駅周辺の人口

密度 40 人/ha 以上の区域に指定されています。さらに、土砂災害警戒区域(土石流)が、二上

駅西部や関屋駅北部、二上山駅北西部の人口密度 40 人/ha 以上の区域に指定されています。

これらの区域では、住民の生命又は身体に危害(又は著しい危害)が生ずる恐れがあるため、

移転促進等の対策とともに、土砂災害情報の周知、早い段階からの警戒・避難体制の強化が

必要です。 

 
    

 
凡   例 

区域 
市域  

土砂 

災害 

土砂災害特別警戒区域(急傾斜地の崩壊)  

市街化区域  土砂災害警戒区域(急傾斜地の崩壊)  

鉄道 

近畿日本鉄道  土砂災害特別警戒区域(土石流)  

JR 西日本  土砂災害警戒区域(土石流)  

駅  人口 

密度 

10-40 人/ha  

居住誘導区域  40 人/ha 以上  

都市機能誘導区域  

 

 
 

資料：土砂災害・防災情報システム(令和３年(2021 年) 奈良県) 
国勢調査(平成 27 年(2015 年)) 

図 9.18 土砂災害(特別)警戒区域(急傾斜地の崩壊、土石流)×人口密度 

 

土砂災害警戒区域(急傾斜
地の崩壊)に指定されてい
る 10～40 人/ha 未満の
区域 

土砂災害(特別)警戒区域(急傾斜
地の崩壊)に指定されている 40
人/ha 以上の区域 

土砂災害警戒区域(土石流)に
指定されている 40 人/ha 以
上の区域 

関屋駅 

志都美駅 

畠田駅 

二上駅 

二上山駅 

二上神社口駅 

JR 五位堂駅 

五位堂駅 

香芝駅 

近鉄下田駅 
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２)土砂災害(特別)警戒区域(急傾斜地の崩壊、土石流)×都市機能(要配慮者の利用する施設) 

土砂災害特別警戒区域(急傾斜地の崩壊、土石流)に要配慮者の利用する施設は立地してい

ません。土砂災害警戒区域(土石流)に要配慮者の利用する施設が北部の市街化調整区域に５

か所(医療施設１か所、福祉施設１か所、教育施設１か所、子育て支援施設２か所)立地して

います。 

これらの施設では、住民の生命又は身体に危害が生ずる恐れがあります。そのため、移転

促進等の対策とともに、土砂災害情報の周知、早い段階からの警戒・避難体制の強化や、要

配慮者が迅速に避難できるための備えが必要です。 

 
 

 
 
 
  

資料：土砂災害・防災情報システム(令和３年(2021 年) 奈良県) 
 

図 9.19 土砂災害(特別)警戒区域(急傾斜地の崩壊、土石流) 
×都市機能(要配慮者の利用する施設) 

 

土砂災害警戒区域(土石流)
に立地する要配慮者の利
用する施設 

関屋駅 

志都美駅 

畠田駅 

二上駅 

二上山駅 

二上神社口駅 

JR 五位堂駅 

五位堂駅 

香芝駅 

近鉄下田駅 

 
凡   例 

区域 
市域  

土砂 

災害 

土砂災害特別警戒区域(急傾斜地の崩壊)  

市街化区域  土砂災害警戒区域(急傾斜地の崩壊)  

鉄道 

近畿日本鉄道  土砂災害特別警戒区域(土石流)  

JR 西日本  土砂災害警戒区域(土石流)  

駅  
要配慮者 

の利用 

する施設 

福祉施設  

居住誘導区域  子育て支援施設  

都市機能誘導区域  医療施設  

  教育施設  
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３)土砂災害(特別)警戒区域(急傾斜地の崩壊、土石流)×指定緊急避難場所(崖崩れ・土石流・

地滑り)及びその徒歩圏域 

土砂災害(特別)警戒区域(急傾斜地の崩壊)に指定緊急避難場所(崖崩れ・土石流・地滑り)は

立地していません。 

また、土砂災害(特別)警戒区域(土石流)に指定緊急避難場所(崖崩れ・土石流・地滑り)は立

地していません。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
凡   例 

区域 
市域  

土砂 

災害 

土砂災害特別警戒区域(急傾斜地の崩壊)  

市街化区域  土砂災害警戒区域(急傾斜地の崩壊)  

鉄道 

近畿日本鉄道  土砂災害特別警戒区域(土石流)  

JR 西日本  土砂災害警戒区域(土石流)  

駅  
避難 

施設 

指定緊急避難場所かつ指定一般避難所  

居住誘導区域  指定緊急避難場所かつ指定福祉避難所  

都市機能誘導区域  指定緊急避難場所  

  圏域 避難施設 500ｍ圏域  

 
資料：土砂災害・防災情報システム(令和３年(2021 年) 奈良県) 

香芝市総合防災マップ(令和 5 年度(2023 年度)改定版) 
 
図 9.20 土砂災害(特別)警戒区域(急傾斜地の崩壊、土石流) 

×指定緊急避難場所(崖崩れ・土石流・地滑り)及びその徒歩圏域 

関屋駅 

志都美駅 

畠田駅 

二上駅 

二上山駅 

二上神社口駅 

JR 五位堂駅 

五位堂駅 

香芝駅 

近鉄下田駅 
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４)土砂災害(特別)警戒区域(急傾斜地の崩壊、土石流)×緊急輸送道路 

土砂災害特別警戒区域(急傾斜地の崩壊、土石流)に緊急輸送道路は含まれません。土砂災

害警戒区域(土石流)が、緊急輸送道路である国道 165 号や大和高田バイパスの二上山駅西部

区間に指定されています。これらの箇所で土砂災害が発生した場合、長期にわたる緊急輸送

ネットワークの分断により、救援物資等の搬送や災害復旧活動に大きな支障をきたすことが

懸念されるため、緊急輸送ルートの多重性・代替性の確保に向けて県との連携による対策が

必要です。 

  

 
凡   例 

区域 
市域  

土砂 

災害 

土砂災害特別警戒区域(急傾斜地の崩壊)  

市街化区域  土砂災害警戒区域(急傾斜地の崩壊)  

鉄道 

近畿日本鉄道  土砂災害特別警戒区域(土石流)  

JR 西日本  土砂災害警戒区域(土石流)  

駅  

緊急 

輸送 

道路 

IC  

居住誘導区域  西名阪自動車道  

都市機能誘導区域  国道 165 号  

   国道 168 号  

   国道 大和高田バイパス  

   県道 中和幹線  

 資料：土砂災害・防災情報システム(令和３年(2021 年) 奈良県) 

 

図 9.21 土砂災害(特別)警戒区域(急傾斜地の崩壊、土石流)×緊急輸送道路 

土石流による分断の可能性があ
る緊急輸送道路の箇所 

国
道

1
6

8
号

 

関屋駅 

志都美駅 

畠田駅 

二上駅 

二上山駅 

二上神社口駅 

JR 五位堂駅 

五位堂駅 

香芝駅 

近鉄下田駅 
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②急傾斜地崩壊危険区域×都市情報 

１)急傾斜地崩壊危険区域×人口密度 

急傾斜地崩壊危険区域が、香芝駅東部や二上駅北東部の人口密度 10～40 人/ha の区域に

指定されています。急傾斜地の崩壊により相当数の居住者その他の者に危害が生ずる恐れが

あるため、移転促進等の対策が必要であるとともに早い段階からの警戒・避難体制の強化が

必要です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 
凡   例 

区域 
市域  土砂災害 急傾斜地崩壊危険区域  

市街化区域  人口 

密度 

10-40 人/ha  

鉄道 

近畿日本鉄道  40 人/ha 以上  

JR 西日本  

駅  

居住誘導区域  

都市機能誘導区域  

 
 

資料：土砂災害・防災情報システム(令和３年(2021 年) 奈良県) 

国勢調査(平成 27 年(2015 年)) 

           

図 9.22 急傾斜地崩壊危険区域×人口密度 

 

急傾斜地崩壊危険区域周
辺の人口密度 10～40 人
/ha の区域 

関屋駅 

志都美駅 

畠田駅 

二上駅 

二上山駅 

二上神社口駅 

JR 五位堂駅 

五位堂駅 

香芝駅 

近鉄下田駅 
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２)急傾斜地崩壊危険区域×都市機能(要配慮者の利用する施設) 

急傾斜地崩壊危険区域に要配慮者の利用する施設は立地していません。 

 
 
 
 
 
 
   

 
凡   例 

区域 
市域  土砂災害 急傾斜地崩壊危険区域  

市街化区域  
要配慮者 

の利用 

する施設 

福祉施設  

鉄道 

近畿日本鉄道  子育て支援施設  

JR 西日本  医療施設  

駅  教育施設  

居住誘導区域  

都市機能誘導区域  

 
資料：土砂災害・防災情報システム(令和３年(2021 年) 奈良県) 

 

図 9.23 急傾斜地崩壊危険区域×都市機能(要配慮者の利用する施設) 

 

関屋駅 

志都美駅 

畠田駅 

二上駅 

二上山駅 

二上神社口駅 

JR 五位堂駅 

五位堂駅 

香芝駅 

近鉄下田駅 
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３)急傾斜地崩壊危険区域×指定緊急避難場所(崖崩れ・土石流・地滑り)及びその徒歩圏域 

急傾斜地崩壊危険区域に指定緊急避難場所(崖崩れ・土石流・地滑り)は立地していません。

また、指定緊急避難場所から徒歩圏(500ｍ)の外周部に急傾斜地崩壊危険区域があります。 

 
 
 

 
 
  

 
凡   例 

区域 
市域  土砂災害 急傾斜地崩壊危険区域  

市街化区域  
避難 

施設 

指定緊急避難場所かつ指定一般避難所  

鉄道 

近畿日本鉄道  指定緊急避難場所かつ指定福祉避難所  

JR 西日本  指定緊急避難場所  

駅  圏域 避難施設 500ｍ圏域  

居住誘導区域  

都市機能誘導区域  

 
資料：土砂災害・防災情報システム(令和３年(2021 年) 奈良県) 

香芝市総合防災マップ(令和 5 年度(2023 年度)改定版) 

 

図 9.24 急傾斜地崩壊危険区域×指定緊急避難場所(崖崩れ・土石流・地滑り) 
及びその徒歩圏域 

 

指定緊急避難場所(崖崩
れ・土石流・地滑り)500
ｍ圏域内に指定されている
急傾斜地崩壊危険区域 

関屋駅 

志都美駅 

畠田駅 

二上駅 

二上山駅 

二上神社口駅 

JR 五位堂駅 

五位堂駅 

香芝駅 

近鉄下田駅 
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４)急傾斜地崩壊危険区域×緊急輸送道路 

急傾斜地崩壊危険区域に緊急輸送道路は含まれません。ただし、国道 165 号の沿道部等に

指定されており、これらの箇所で急傾斜地の崩壊が発生した場合、緊急輸送ネットワークの

分断により、救援物資等の搬送や災害復旧活動に大きな支障をきたすことが懸念されるため、

県との連携による対策が必要です。 

 
 
  

 
凡   例 

区域 
市域  

緊急 

輸送 

道路 

IC  

市街化区域  西名阪自動車道  

鉄道 

近畿日本鉄道  国道 165 号  

JR 西日本  国道 168 号  

駅  国道 大和高田バイパス  

土砂災害 急傾斜地崩壊危険区域  県道 中和幹線  

居住誘導区域  

都市機能誘導区域  

 
資料：土砂災害・防災情報システム(令和３年(2021 年) 奈良県) 

 

図 9.25 急傾斜地崩壊危険区域×緊急輸送道路 
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（４）地震×都市情報 

①震度想定(ゆれやすさマップ)×都市情報 

１)震度想定(ゆれやすさマップ)×人口密度 

中央構造線断層帯地震の発生時には、市域全域で震度６強や震度７の地震が想定されてい

ます。居住誘導区域の設定の目安となる人口密度 40 人/ha 以上の区域においては、多くの家

屋の倒壊や延焼による人命への被害が懸念されるため、古くから形成された市街地等危険度

の高い地区の把握とともに、住宅の耐震化・不燃化の促進等の対策が必要です。 

  

 
凡   例 

区域 
市域  

地震 
震度想定・震度６強  

市街化区域  震度想定・震度７  

鉄道 

近畿日本鉄道  人口 

密度 

10-40 人/ha  

JR 西日本  40 人/ha 以上  

駅  

居住誘導区域  

都市機能誘導区域  

 資料：香芝市総合防災マップ(令和 5 年度(2023 年度)改訂版) 
国勢調査(平成 27 年(2015 年))  

       

図 9.26 震度想定(ゆれやすさマップ)×人口密度 
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２)震度想定(ゆれやすさマップ)×都市機能(要配慮者の利用する施設) 

中央構造線断層帯地震の発生時に震度７の揺れが想定される区域に、要配慮者の利用する

施設が 102 か所(医療施設 18 か所、福祉施設 57 か所、教育施設２か所、子育て支援施設 25

か所)立地しています。これらの施設においては、建物の耐震化・不燃化の促進が特に必要で

あるとともに、要配慮者が迅速に避難できるための備えが必要です。 

 

 
凡   例 

区域 
市域  

地震 
震度想定・震度６強  

市街化区域  震度想定・震度７  

鉄道 

近畿日本鉄道  
要配慮者 

の利用 

する施設 

福祉施設  

JR 西日本  子育て支援施設  

駅  医療施設  

居住誘導区域  教育施設  

都市機能誘導区域  

  
資料：香芝市総合防災マップ(令和 5 年度(2023 年度)改訂版) 

 

図 9.27 震度想定(ゆれやすさマップ)×都市機能(要配慮者の利用する施設) 
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３)震度想定(ゆれやすさマップ)×指定緊急避難場所(地震)及びその徒歩圏域 

中央構造線断層帯地震の発生時に震度７の揺れが想定される区域に、指定緊急避難場所(地

震)が 7 か所立地しています。指定避難場所は、建物の耐震化・不燃化は完了していますが、

内部設備の落下等への対策が必要です。また、施設周辺の道路が狭あいな場合は、がれき等

により避難路が塞がれる事態も懸念されます。 

  

 
凡   例 

区域 
市域  

地震 
震度想定・震度６強  

市街化区域  震度想定・震度７  

鉄道 

近畿日本鉄道  
避難 

施設 

指定緊急避難場所かつ指定一般避難所  

JR 西日本  指定緊急避難場所かつ指定福祉避難所  

駅  指定緊急避難場所  

居住誘導区域  圏域 避難施設 500ｍ圏域  

都市機能誘導区域  

 
資料：香芝市総合防災マップ(令和 5 年度(2023 年度)改訂版) 

 

図 9.28 震度想定(ゆれやすさマップ)×指定緊急避難場所(地震)及びその徒歩圏域 
 

 

震度 7 の揺れが想定され
る区域に立地する指定緊
急避難場所(地震) 

関屋駅 

志都美駅 

畠田駅 

二上駅 

二上山駅 

二上神社口駅 

JR 五位堂駅 

五位堂駅 

香芝駅 

近鉄下田駅 



116 

４)震度想定(ゆれやすさマップ)×緊急輸送道路 

中央構造線断層帯地震の発生時に震度７の地震が想定される区域に、全ての緊急輸送道路

が含まれます。発災時においては、緊急輸送ネットワークの機能低下により、救援物資等の

搬送や災害復旧活動に支障をきたすことが懸念されるため、県との連携による対策が必要で

す。 

  

 
凡   例 

区域 
市域  

地震 
震度想定・震度６強  

市街化区域  震度想定・震度７  

鉄道 

近畿日本鉄道  

緊急 

輸送 

道路 

IC  

JR 西日本  西名阪自動車道  

駅  国道 165 号  

居住誘導区域  国道 168 号  

都市機能誘導区域  国道 大和高田バイパス  

   県道 中和幹線  

  資料：香芝市総合防災マップ(令和 5 年度(2023 年度)改訂版) 

 

図 9.29 震度想定(ゆれやすさマップ)×緊急輸送道路 
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②液状化想定(液状化マップ)×都市情報 

１)液状化想定(液状化マップ)×人口密度 

中央構造線断層帯地震の発生時に液状化の可能性のある区域が、人口密度 40 人/ha 以上

の区域でみられます。これらの区域においては噴水・噴砂の発生、戸建て住宅の沈下や傾斜、

道路面の変形とともに、ライフライン施設の分断による長期間の供給停止等が懸念されるた

め、災害時における水・電気・ガス等のライフラインの安定供給・確保対策が必要です。 

  

 
凡   例 

区域 
市域  地震 液状化の可能性のある範囲  

市街化区域  人口 

密度 

10-40 人/ha  

鉄道 

近畿日本鉄道  40 人/ha 以上  

JR 西日本  

駅  

居住誘導区域  

都市機能誘導区域  

 資料：香芝市総合防災マップ(令和 5 年度(2023 年度)改訂版) 
国勢調査(平成 27 年(2015 年)) 

      

図 9.30 液状化想定(液状化マップ)×人口密度 
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２)液状化想定(液状化マップ)×都市機能(要配慮者の利用する施設) 

中央構造線断層帯地震の発生時に液状化の可能性のある区域に、要配慮者の利用する施設

が 108 か所(医療施設 21 か所、福祉施設 59 か所、教育施設２か所、子育て支援施設 26 か

所)立地しています。これら施設においては、噴水・噴砂の発生、戸建て住宅の沈下や傾斜、

道路面の変形、ライフライン施設の被害等が懸念されるため、災害時における水・電気・ガ

ス等のライフラインの安定供給・確保対策が必要です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 
凡   例 

区域 
市域  地震 液状化の可能性のある範囲  

市街化区域  
要配慮者 

の利用 

する施設 

福祉施設  

鉄道 

近畿日本鉄道  子育て支援施設  

JR 西日本  医療施設  

駅  教育施設  

居住誘導区域  

都市機能誘導区域  

資料：香芝市総合防災マップ(令和 5 年度(2023 年度)改訂版) 

 

図 9.31 液状化想定(液状化マップ)×都市機能(要配慮者の利用する施設) 
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３)液状化想定(液状化マップ)×指定緊急避難場所(地震)及びその徒歩圏域 

中央構造線断層帯地震の発生時に液状化の可能性のある区域に、指定緊急避難場所(地震)

が 10 か所立地しています。これらの施設周辺及び液状化の可能性のある避難路においては、

指定緊急避難場所(地震)までの徒歩での避難が困難になるとともに、噴水・噴砂の発生や沈

下・傾斜、道路面の変形等により自動車の走行も困難になることが懸念されるため、災害時

における水・電気・ガス等のライフラインの安定供給・確保対策が必要です。 

  

 
凡   例 

区域 
市域  地震 液状化の可能性のある範囲  

市街化区域  
避難 

施設 

指定緊急避難場所かつ指定一般避難所  

鉄道 

近畿日本鉄道  指定緊急避難場所かつ指定福祉避難所  

JR 西日本  指定緊急避難場所  

駅  圏域 避難施設 500ｍ圏域  

居住誘導区域  

都市機能誘導区域  

 
                           資料：香芝市総合防災マップ(令和 5 年度(2023 年度)改訂版) 

      

図 9.32 液状化想定(液状化マップ)×指定緊急避難場所(地震)及びその徒歩圏域 
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４)液状化想定(液状化マップ)×緊急輸送道路 

中央構造線断層帯地震の発生時に液状化の可能性のある区域に、全ての緊急輸送道路が含

まれます。発災時においては、緊急輸送ネットワーク全体の機能低下により、救援物資等の

搬送や災害復旧活動に支障をきたすことが懸念されるため、県との連携による対策が必要で

す。 

 

 
凡   例 

区域 
市域  

緊急 

輸送 

道路 

IC  

市街化区域  西名阪自動車道  

鉄道 

近畿日本鉄道  国道 165 号  

JR 西日本  国道 168 号  

駅  国道 大和高田バイパス  

地震 液状化の可能性のある範囲  県道 中和幹線  

居住誘導区域  

都市機能誘導区域  

 
資料：香芝市総合防災マップ(令和 5 年度(2023 年度)改訂版) 

 

図 9.33 液状化想定(液状化マップ)×緊急輸送道路 
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9.3 防災上の課題と取組方針 

（１）災害ハザードごとの課題と取組方針 

重ね合わせ分析から課題を抽出し、災害ハザードごとの取組方針を整理します。 

 

 

防災上の課題 

【洪水浸水想定区域(浸水深：計画規模降雨)】 
・市内の低平地において 0.5ｍ～3.0ｍ未満の洪水浸水想定区域が存在しています。 

・これら区域内には要配慮者の利用する施設や指定緊急避難場所(洪水)が立地しており、建
物１階の床上浸水により継続利用が困難になることが懸念されるとともに、施設周辺での
自動車や徒歩による移動が困難になることが懸念されます。 

・また、近鉄下田駅及び五位堂駅付近のアンダーパスにおいては、0.5ｍ未満の浸水が想定
されており、歩行者への危険性が懸念されます。 

・これら問題の対策として、総合的な治水対策の推進とともに、屋内安全確保(垂直避難等)
や洪水ハザードマップの活用促進、水防情報の提供、避難体制の強化、アンダーパスの進
入規制等の対策が必要となります。 

・さらに、緊急輸送道路である国道 168 号で、0.5ｍ～3.0ｍ未満の浸水が想定される区間
があり、緊急輸送道路として分断されることが懸念されるため、迂回路の検討等、県との
連携による対策が必要となります。 

【洪水浸水想定区域(浸水深：想定最大規模降雨)】 
・想定最大規模降雨時においては、0.5ｍ～3.0ｍ未満の浸水が想定される区域が拡大し、要

配慮者の利用する施設や指定緊急避難場所(洪水)の浸水箇所が増加します。 

・また、アンダーパスは 0.5ｍ～3.0ｍ未満の浸水が予想され、歩行者の危険性が増大しま
す。 

・これら問題の対策として、総合的な治水対策の推進とともに、屋内安全確保(垂直避難等)
や洪水ハザードマップの活用促進、水防情報の提供、避難体制の強化、アンダーパスの進
入規制等の対策が必要となります。 

・さらに、緊急輸送道路の浸水区間の拡大によるネットワークの機能低下が懸念されるた
め、緊急輸送ルートの多重性・代替性の確保に向けて県との連携による対策が必要となり
ます。 

【浸水継続時間(想定最大規模降雨)】 
・3 日以上の浸水継続時間の区域はありませんが、一部で浸水継続時間が 12 時間未満の区

域に要配慮者の利用する施設が立地しており、浸水による一時的な機能低下が生じること
が懸念されます。 

・そのため、要配慮者が避難するための備えが必要となります。 

【家屋倒壊等氾濫想定区域(河岸侵食)】 
・市内の全ての河川の周辺で家屋倒壊等氾濫想定区域(河岸侵食)が想定されており、要配慮

者の利用する施設が立地しています。また、河岸侵食に伴う避難ルートや緊急輸送ネット
ワークの分断が懸念されます。 

・これらの区域では、建物の構造に関わらず倒壊・流出が懸念されるため、早い段階からの
警戒・避難体制の強化等が必要であるとともに、移転促進等の対策が必要となります。ま
た、河岸侵食の発生等を踏まえた避難対策や、緊急輸送ルートの確保等について県との連
携による対策が必要となります。 

 
 
 
 

■洪水浸水 
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■河川整備等総合的な治水対策の推進により、豪雨等による浸水被害で多くの
人的被害が発生する事態を防ぎます。 

■緊急輸送ルートの多重性・代替性の確保等により、発災時の機能不全及び支
援ルートの途絶が発生する事態を防ぎます。 

■ハザードマップの活用促進、水防情報の提供、要配慮者の利用する施設にお
ける避難体制の強化の促進等により、豪雨等による浸水被害で多くの人的被
害が発生する事態を防ぎます。 

■家屋倒壊等氾濫想定区域(河岸侵食)の居住誘導区域からの除外、早期避難体
制の強化及び建替時等の移転促進策の検討により、河岸侵食による人的被害
が発生する事態を回避・軽減します。 

 
防災まちづくりの取組方針(洪水浸水) 

～河川低平地における被害リスク等の回避・低減～ 
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防災上の課題 

【土砂災害(特別)警戒区域(急傾斜地の崩壊、土石流)】 

・香芝駅東部、関屋駅周辺、二上駅西部、関屋駅北部、二上山駅北西部等の市街地に土砂災

害(特別)警戒区域(急傾斜地の崩壊、土石流)が指定されており、要配慮者の利用する施設

が立地しています。これらの区域では、住民の生命又は身体に危害(又は著しい危害)が生

ずる恐れがあります。 

・そのため、移転促進等の対策とともに、土砂災害情報の周知、早い段階からの警戒・避難

体制の強化、要配慮者が迅速に避難できるための備えが必要となります。 

・さらに、土砂災害警戒区域(土石流)が、緊急輸送道路である国道 165 号や大和高田バイパ

スの二上山駅西部区間に指定されており、緊急輸送ネットワークの分断により、救援物資

等の搬送や災害復旧活動に大きな支障をきたすことが懸念されるため、緊急輸送ルートの

多重性・代替性の確保に向けて県との連携による対策が必要です。 

【急傾斜地崩壊危険区域】 

・香芝駅東部や二上駅北東部に指定されています。 

・急傾斜地崩壊により相当数の居住者その他の者に危害が生ずる恐れがあるため、移転促進

等の対策が必要であるとともに早い段階からの警戒・避難体制の強化が必要となります。 

・これらの区域は、緊急輸送道路である国道 165 号の沿道部等に指定されており、急傾斜

地の崩壊が発生した場合、長期にわたる緊急輸送ネットワークの分断により、救援物資等

の搬送や災害復旧活動に大きな支障をきたすことが懸念されるため、県との連携による対

策が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■土砂災害 

 

 

 
  

■土砂災害に対する防災意識の啓発及び警戒避難体制の整備により、土砂災
害で多くの人的被害が発生する事態を防ぎます。 

■要配慮者への避難体制の強化促進により、避難行動の遅れ等に伴い人的被
害が発生する事態を防ぎます。 

■土砂災害特別警戒区域、急傾斜地崩壊危険区域の居住誘導区域からの除外、
居住の移転促進策の検討により、土砂災害で人的被害が発生する事態を回
避します。 

 
防災まちづくりの取組方針(土砂災害) 

～土砂災害リスク等の回避・低減～ 
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防災上の課題 

【震度想定(ゆれやすさマップ)】 

・中央構造線断層帯地震の発生時に震度 7 の揺れが想定される区域に、要配慮者の利用する

施設や指定緊急避難場所が多く立地しています。 

・これらの区域においては、多くの家屋の倒壊や延焼による人命への被害が懸念されるた

め、古くから形成された市街地等で危険度の高い地区の把握とともに、住宅の耐震化・不

燃化の促進等の対策や内部設備の落下等への対策が必要となります。 

・また、緊急輸送ネットワークの機能低下による救援物資等の搬送や災害復旧活動に支障を

きたすことが懸念されるため、県との連携による対策が必要となります。 

【液状化想定(液状化マップ)】 

・中央構造線断層帯での地震発生時に液状化の可能性のある区域が存在し、区域内には要配

慮者の利用する施設や指定緊急避難場所が多く立地しています。 

・これらの区域においては噴水・噴砂の発生、戸建て住宅の沈下や傾斜、道路面の変形とと

もに、ライフライン施設の分断による長期間の供給停止等が懸念されるため、災害時にお

ける水・電気・ガス等のライフラインの安定供給・確保対策が必要となります。 

・また、緊急輸送ネットワークの機能低下による救援物資等の搬送や災害復旧活動に支障を

きたすことが懸念されるため、県との連携による対策が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■地震 

 

 

 
 

■建築物の耐震化の促進により、地震による建物等の大規模倒壊や住宅密集
地における火災、ブロック塀の倒壊対策等で多くの人的被害が発生する事
態を防ぎます。 

■救援物資等の搬送の確保により、被災地域における食料・飲料水・電力・
燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給が長期間停止する事態を防ぎ
ます。 

■迅速な復旧・復興を実施するための体制の整備により、基幹インフラの損
壊で復旧・復興が大幅に遅れる事態を防ぎます。 

 
防災まちづくりの取組方針(地震) 
～地震における災害リスク等の低減～ 
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（２）地域ごとの課題と取組方針 

防災上の課題を有する地域ごとの取組方針を整理します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9.34 地区ごとの防災上の課題 
  

資料：土砂災害・防災情報システム(令和３年(2021 年) 奈良県) 
 

 
凡   例 

区域 
市域  

土砂 

災害 

土砂災害特別警戒区域(急傾斜地の崩壊)  

市街化区域  土砂災害警戒区域(急傾斜地の崩壊)  

鉄道 

近畿日本鉄道  土砂災害特別警戒区域(土石流)  

JR 西日本  土砂災害警戒区域(土石流)  

駅  急傾斜地崩壊危険区域  

河川  家屋倒壊等氾濫想定区域(河岸侵食)  

アンダーパス  

 

❹ 

❺ 

❺ 

❷ 

❶ 

❶ 

❸ 

❼ 

❻ 

❽ 

➓ 
⓫ 

⓬ 

❶関屋駅北部 
（土砂災害） 

❸二上駅東部 
（洪水浸水） 

❹二上駅西部 
（土砂災害） 

❼二上駅北東部 
（土砂災害） 

❽中和幹線沿い市道７-178 
号線地下道（洪水浸水） 

香芝駅・近鉄下田駅周辺 
（洪水浸水）（土砂災害） 

➓
 

（洪水浸水） 

⓬JR 五位堂駅南部 
（洪水浸水） 

⓫JR 五位堂駅西部 
（洪水浸水） 

市内全域（洪水浸水）（土砂災害）（地震） 

❺二上山駅北西部 
（土砂災害） 

❷ 

❷関屋駅周辺 
（土砂災害） 

❻ 

❻志都美駅北部 
（洪水浸水） 

関屋駅 

志都美駅 

畠田駅 

二上駅 

二上山駅 

二上神社口駅 

JR 五位堂駅 

香芝駅 

近鉄下田駅 

五位堂駅 
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 ❶関屋駅北部（土砂災害） 
防災上の課題 取組方針（リスクの回避） 

■人口密度 40 人/ha 以上の区域におい

て、土砂災害警戒区域(土石流)が指定さ

れています。 

■土砂災害警戒区域(土石流)に要配慮者

の利用する施設が４か所立地していま

す。 

■土砂災害に対する防災意識の啓発及び
警戒避難体制の整備により、土砂災害に
よる人的被害が発生する事態を防ぎま
す。 

■災害時の要配慮者への避難体制の強化
促進により、避難行動の遅れ等に伴う土
砂災害による人的被害が発生する事態
を防ぎます。 

 ❷関屋駅周辺（土砂災害） 
防災上の課題 取組方針（リスクの回避） 

■人口密度 40 人/ha 以上の区域におい

て、土砂災害(特別)警戒区域(急傾斜地

の崩壊)が指定されています。 

 

■土砂災害に対する防災意識の啓発及び
警戒避難体制の整備により、土砂災害に
よる人的被害が発生する事態を防ぎま
す。 

■土砂災害特別警戒区域からの居住の移
転促進により、土砂災害による人的被害
が発生する事態を回避します。 

 ❸二上駅東部（洪水浸水） 
防災上の課題 取組方針（リスクの回避） 

■人口密度 40 人/ha 以上の区域におい

て、計画規模降雨時に 0.5ｍ～3.0ｍ未

満の浸水が想定されます。 

■屋内安全確保(垂直避難等)や洪水ハザ
ードマップ活用の促進、水防情報の発信
強化、避難体制の強化等により、洪水浸
水発生時の減災・防災に努めます。 

 ❹二上駅西部（土砂災害） 
防災上の課題 取組方針（リスクの回避） 

■人口密度 40 人/ha 以上の区域におい

て、土砂災害警戒区域(土石流)が指定さ

れています。 

 

■土砂災害に対する防災意識の啓発及び
警戒避難体制の整備により、土砂災害に
よる人的被害が発生する事態を防ぎま
す。 

■土砂災害特別警戒区域からの居住の移
転促進により、土砂災害による人的被害
が発生する事態を回避します。 
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❺二上山駅北西部（土砂災害） 
防災上の課題 取組方針（リスクの回避） 

■人口密度 40 人/ha 以上の区域におい

て、土砂災害警戒区域(土石流)が指定さ

れています。 

■緊急輸送道路である国道 165 号及び大

和高田バイパスにおいて、土砂災害警戒

区域(土石流)に指定された区間があり

ます。 

■土砂災害に対する防災意識の啓発及び
警戒避難体制の整備により、土砂災害に
よる人的被害が発生する事態を防ぎま
す。 

■緊急輸送ルートの多重性・代替性の確保
に向けて県との連携を図ります。 

 ❻志都美駅北部（洪水浸水） 
防災上の課題 取組方針（リスクの低減・回避） 

■人口密度 40 人/ha 以上の区域で、計画

規模降雨時に 0.5ｍ～3.0ｍ未満の浸水

が想定されます。 

■計画規模降雨時に 0.5ｍ～3.0ｍ未満の

浸水が想定される区域に要配慮者の利

用する施設が 4 か所、指定緊急避難場

所(洪水)が 1 か所立地しています。 

■計画規模降雨時に、緊急輸送道路である

国道 168 号で、0.5ｍ～3.0ｍ未満の浸

水が想定される区間があります。 

■屋内安全確保(垂直避難等)や洪水ハザ
ードマップ活用の促進、水防情報の発信
強化、避難体制の強化等により、洪水浸
水発生時の減災・防災に努めます。 

■要配慮者の利用する施設については、浸
水による一時的な機能低下を防ぎ、要配
慮者が避難するための備えが必要です。 

■指定緊急避難場所(洪水)については、状
況により 2 階以上への避難が必要です。 

■緊急輸送ルートの多重性・代替性の確保
に向けて県との連携を図ります。 

 ❼二上駅北東部（土砂災害） 
防災上の課題 取組方針（リスクの回避） 

■人口密度 10～40 人/ha の区域におい

て、急傾斜地崩壊危険区域が指定されて

います。 

 

■土砂災害に対する防災意識の啓発及び
警戒避難体制の整備により、土砂災害に
よる人的被害が発生する事態を防ぎま
す。 

■急傾斜地崩壊危険区域からの居住の移
転促進により、土砂災害による人的被害
が発生する事態を回避します。 

 ❽中和幹線沿い市道７-178 号線地下道（洪水浸水） 
防災上の課題 取組方針（リスクの回避） 

■想定最大規模降雨時に 0.5ｍ～3.0ｍ未

満の浸水が想定されます。 

■洪水ハザードマップ活用の促進と水防
情報の発信強化等により、豪雨等による
浸水被害により多くの人的被害が発生
する事態を防ぎます。 

■アンダーパスの進入規制により、安全対
策に努めます。 
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 香芝駅・近鉄下田駅周辺（洪水浸水）（土砂災害） 
防災上の課題 取組方針  

■人口密度 40 人/ha 以上の区域におい

て、計画規模降雨時に、0.5ｍ～3.0ｍ未

満の浸水が想定されます。 

■計画規模降雨時に 0.5ｍ未満の浸水が

想定されるアンダーパスがあります。 

■人口密度 10～40 人/ha の区域におい

て、土砂災害警戒区域(急傾斜地の崩

壊)・急傾斜地崩壊危険区域が指定され

ています。 

■緊急輸送道路である国道 165 号の沿道

部に急傾斜地崩壊危険区域が指定され

ています。 

 

 ➓五位堂駅・JR 五位堂駅周辺（洪水浸水） 
防災上の課題 取組方針（リスクの低減・回避） 

■人口密度 40 人/ha 以上の区域におい

て、計画規模降雨時に、0.5ｍ～3.0ｍ未

満の浸水が想定されます。 

■計画規模降雨時に 0.5ｍ～3.0ｍ未満の

浸水が想定される区域に要配慮者の利

用する施設が 1 か所立地しています。 

■計画規模降雨時に 0.5ｍ未満の浸水が

想定されるアンダーパスがあります。 

■屋内安全確保(垂直避難等)や洪水ハザ
ードマップ活用の促進、水防情報の発信
強化、避難体制の強化等により、洪水浸
水発生時の減災・防災に努めます。 

■緊急輸送ルートの多重性・代替性の確保
に向けて県との連携を図ります。 

■アンダーパスの進入規制により、安全対
策に努めます。 

 ⓫JR 五位堂駅西部（洪水浸水） 
防災上の課題 取組方針（リスクの低減・回避） 

■人口密度 40 人/ha 以上の区域におい

て、計画規模降雨時に、0.5ｍ～3.0ｍ未

満の浸水が想定されます。 

 

■屋内安全確保(垂直避難等)や洪水ハザ
ードマップ活用の促進、水防情報の発信
強化、避難体制の強化等により、洪水浸
水発生時の減災・防災に努めます。 

 ⓬JR 五位堂駅南部（洪水浸水） 
防災上の課題 取組方針（リスクの低減・回避） 

■人口密度 40 人/ha 以上の区域におい

て、計画規模降雨時に、0.5ｍ～3.0ｍ未

満の浸水が想定されます。 

■屋内安全確保(垂直避難等)や洪水ハザ
ードマップ活用の促進、水防情報の発信
強化、避難体制の強化等により、洪水浸
水発生時の減災・防災に努めます。 

■屋内安全確保(垂直避難等)や洪水ハザ
ードマップ活用の促進、水防情報の発
信強化、避難体制の強化等により、洪
水浸水発生時の減災・防災に努めます。 

■アンダーパスの進入規制により、安全
対策に努めます。 

■土砂災害に対する防災意識の啓発及び
警戒避難体制の整備により、土砂災害
による人的被害が発生する事態を防ぎ
ます。 

■土砂災害特別警戒区域、急傾斜地崩壊
危険区域からの居住の移転促進によ
り、土砂災害による人的被害が発生す
る事態を回避します。 

■緊急輸送ルートの多重性・代替性の確
保に向けて県との連携を図ります。 
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 ●市内全域（洪水浸水）（土砂災害）（地震） 
防災上の課題 取組方針（ ・低減） 

■想定最大規模降雨時においては、0.5ｍ

～3.0ｍ未満の浸水が想定される区域

が拡大し、要配慮者の利用する施設や指

定緊急避難場所(洪水)の浸水箇所が増

加します。また、緊急輸送道路の一部区

間が含まれるとともに、アンダーパスの

浸水が想定されます。 

■想定最大規模降雨時の浸水継続時間が

12 時間未満の区域がみられ、要配慮者

の利用する施設が立地しています。 

■全ての河川の周辺で家屋倒壊等氾濫想

定区域(河岸侵食)が想定されており、要

配慮者の利用する施設が立地していま

す。また、河岸侵食に伴う避難ルートの

分断や緊急輸送ネットワークの分断が

懸念されます。 

■屋内安全確保(垂直避難等)や洪水ハザ
ードマップ活用の促進、水防情報の発
信強化、避難体制の強化等により、洪水
浸水発生時の減災・防災に努めます。 

■アンダーパスの進入規制により、安全
対策に努めます。 

■要配慮者の利用する施設については、
浸水による一時的な機能低下を防ぎ、
要配慮者が避難するための備えが必要
です。 

■家屋倒壊等氾濫想定区域(河岸侵食)か
らの居住の移転促進により、河岸侵食
による人的被害が発生する事態を回避
します。 

■緊急輸送ルートの多重性・代替性の確
保に向けて県との連携を図ります。 

 

■土砂災害警戒区域(土石流)に、要配慮者

の利用する施設が北部の市街化調整区

域に立地しています。また、土砂災害警

戒区域(土石流)の指定区域に緊急輸送

道路が含まれ、緊急輸送ネットワークの

分断が想定されます。 

■緊急輸送ルートの多重性・代替性の確
保に向けて県との連携を図ります。 

■災害時の要配慮者への避難体制の強化

促進により、避難行動の遅れ等に伴う土

砂災害による人的被害が発生する事態

を防ぎます。 

■中央構造線断層帯での地震発生時には、

市域全体にわたって震度６強及び震度

７の地震が想定されます。多くの家屋の

倒壊や延焼による人命への被害や、緊急

輸送ネットワークの機能低下による救

援物資等の搬送や災害復旧活動に支障

をきたすことが懸念されます。 

■液状化による噴水・噴砂の発生、戸建て

住宅の沈下や傾斜、道路面の変形ととも

に、ライフライン施設の分断による長期

間の供給停止等が懸念されます。 

■危険度の高い地区の把握とともに、耐震

化の促進により、地震による建物等の大

規模倒壊や住宅密集地における火災、ブ

ロック塀の倒壊対策等により多くの人

的被害が発生する事態を防ぎます。 

■救援物資等の搬送の確保により、被災地

域における食料・飲料水・電力・燃料等、

生命に関わる物資・エネルギー供給が長

期間停止する事態を防ぎます。 

■復旧工事の迅速な実施により、基幹イン

フラの損壊により復旧・復興が大幅に遅

れる事態を防ぎます。 
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9.4 取組スケジュール 

防災まちづくりの取組方針に基づく、施策・事業及びスケジュールを以下のとおり設定します。

スケジュールについては継続して実施する現行事業・提案事業等を長期 20 年とします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

防災まちづくりの取組方針 

【施策】 【実施主体】 【実施時期の目標】 

現行事業・ 

提案事業等 
国 県 市 

短期 

５年 

中期 

10 年 

長期 

20 年 

【洪水浸水】 
河川低平地にお

ける水害リスク

等の回避・低減 

1.河川整備等総

合的な治水対

策の推進 

別所・瓦口地内で

の河川改修事業の

実施 

 ●     

穴虫・田尻地内で

の河川改修事業の

実施 

 ●     

ため池を活用した

貯留施設の整備推

進 

 ● ●    

2.緊急輸送ルー

トの多重性・

代替性の確保

等 

緊急輸送ルートの

多重性・代替性確

保の検討 

 ● ●    

3.ハザードマッ

プの活用の促

進、水防情報

の提供、要配

慮者の利用す

る施設におけ

る避難体制の

強化の促進等 

洪水ハザードマッ

プの活用の促進、

河川情報の提供 

 ● ●    

要配慮者の利用す

る施設における避

難体制の強化促進 

  ●    

内水ハザードマッ

プの作成 
  ●    

4.家屋倒壊等氾

濫想定区域(河

岸侵食)の居住

誘導区域から

の除外、早期

避難体制の強

化及び建替時

等の移転促進

策の検討 

家屋倒壊等氾濫想

定区域(河岸侵食)

からの早期避難体

制の強化 

  ●    

家屋倒壊等氾濫想

定区域(河岸侵食)

における建替時等

の移転促進策の検

討 

  ●    
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防災まちづくりの取組方針 

【施策】 【実施主体】 【実施時期の目標】 

現行事業・ 

提案事業等 
国 県 市 

短期 

５年 

中期 

10 年 

長期 

20 年 

【土砂災害】 
土砂災害リスク

等の回避・低減 

1.土砂災害に対す

る防災意識の啓

発及び警戒避難

体制の整備 

土砂災害に対する

防災意識の啓発、

土砂災害ハザード

情報の提供 

 ● ●    

2.要配慮者への避

難体制の強化促

進 

避難や安否確認の

ための体制強化 
  ●    

3.土砂災害特別警

戒区域、急傾斜

地崩壊危険区域

の居住誘導区域

からの除外、居

住の移転促進策

の検討 

土砂災害特別警戒

区域及び急傾斜地

崩壊危険区域にお

ける対策工事の実

施 

 ●     

土砂災害特別警戒

区域における住家

の移転促進策の検

討 

  ●    

【地 震】 
地震における災

害リスク等の低

減 

1.建築物の耐震化

の促進 

香芝市耐震改修促

進計画の推進 
  ●    

２.救援物資等の

搬送の確保 

緊急輸送道路や都

市計画道路の整

備・改良による救

援物資等の搬送の

確保 

● ● ●    

民間事業者等との

物資調達や輸送に

関する災害時応援

協定の締結 

  ●    

３.迅速な復旧・復

興を実施するた

めの体制の整備 

地震に対する防災

意識の啓発促進 
  ●    

被災前と極力変わ

らない生活を続け

ることができる環

境づくりの検討 

  ●    
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10．計画の推進 

10.1 目標値の設定 

まちづくりの基本的な考え方(ターゲット)と基本的な方針(ストーリー)及び誘導施策に基づき、

目標値を設定します。 

（１）居住誘導に関する評価 

目標指標 
基準値 

令和２年(2020 年) 
目標値 

令和 17 年(2035 年) 

居住誘導区域内の人口密度 62.7 人／ha 63.6 人／ha 

○考え方 

・社人研による将来推計人口によると、令和７年をピークに減少するとの見通しがありますが、

本市においては、人口を向上させる施策の積極的な推進により、居住誘導区域内における人

口密度の低下を抑制します。 

・第 5 次香芝市総合計画(人口の将来ビジョン)において、将来推計人口(社人研準拠)より増加

させると見込んでいる人口(1,907 人)を居住誘導区域内へ誘導します。 

 

＜人口の将来ビジョン(第5次香芝市総合計画)と社人研(令和5年(2023年))における市全体の人口推計＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：【人口の将来ビジョン】第 5 次香芝市総合計画前期基本計画(令和 3 年(2021 年)3 月） 
【将来推計人口(社人研準拠）】「日本の地域別将来推計人口(令和５年(2023 年) 社人研）」 

 
 
 
 
 

１０．計画の推進 

差：1,907 人 
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（２）交通ネットワークに関する評価 

目標指標 
基準値 

令和２年(2020 年) 
目標値 

令和 17 年(2035 年) 

居住誘導区域内の地域 

公共交通サービスのカバー率 
98.1% 98.1％ 

○考え方 

・居住誘導区域内において、誰もが地域公共交通(鉄道、路線バス、コミュニティバス)を利用

できる状況を維持し、持続可能な都市交通環境を形成します。 

・居住誘導区域内の人口のうち、鉄道駅から１km もしくは路線バスとコミュニティバスの停

留所から半径 300ｍのエリア内のいずれかに含まれる人口の割合を 98.1%で維持します。 
 

 

（３）防災に関する評価 

目標指標 
基準値 

令和 2 年(2020 年) 
目標値 

令和 17 年(2035 年) 

建築物の耐震化率 90％ 98％ 

○考え方 

・地震における災害リスク等の低減のため、住宅の耐震化を促進します。 

・市内の住宅のうち、耐震性のあるもの又は耐震化されているものの割合を 98%まで向上さ 

せます。 

 

○建築物耐震化率=耐震性を有する住宅の数※1／住宅総数 

※1：耐震性を有する住宅：以下のいずれかに該当する住宅 

(1)昭和 56 年(1981 年)6 月 1 日以降に着工した市内に存する既存木造住宅 

(2)耐震診断の結果により、上部構造評点が 1.0 以上※2 であったもの及び耐震改修 

・建て替えにより耐震化したもの 

※2：震度 6 強の地震発生で想定されるエネルギーが建物に加わった際の耐久力(どれ

くらい建物がそれに耐えられるか)を示す指標で、1.0 以上で倒壊や崩壊する可

能性が低いとされています。 
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目標指標 
基準値 

令和 2 年(2020 年) 
目標値 

令和 17 年(2035 年) 

ため池治水対策率 45.4％ 61.8％ 

○考え方 

・河川低平地における被害リスクの回避・低減のため、雨水を一時的にためる洪水調節や土砂 

流出の防止等の機能として、ため池を活用した貯留施設の整備を計画的に進めます。 

・大和川流域水害対策協議会におけるため池治水計画量に対する対策率を踏まえ 61.8%まで

向上させます。 

 

＜大和川流域における流域対策の取組状況(令和２年度(2020 年度)末実績)＞ 

ため池治水利用 

香芝市の最小必要量(目標値) 対策済量 対策率 

55,300 ㎥ 25,089 ㎥ 45.4％ 

資料：奈良県資料(大和川流域総合治水対策事業 流域対策の進捗状況) 

 

  

 

＜目標値(令和 17 年度(2035 年度））＞ 

ため池治水利用 

香芝市の最小必要量(目標値) 対策目標量 対策率 

55,300 ㎥ 34,190 ㎥ 61.8％ 
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10.2 進行管理 

計画の推進に当たっては、PDCA サイクルを取り入れ、概ね５年を１サイクルとする進行管理

を行います。施策の実施状況、目標値の達成状況等についての調査、分析及び評価を行い、その

結果、必要があると認める場合には、都市計画審議会での意見を踏まえた上で、本計画の見直し

などを検討します。 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 10.1 PDCA による計画の進行管理 
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９.防災指針の検討 

（１）策定経緯 

令和 4 年度(2022 年度) 

日 付 内 容 

10 月 17 日～ 
10 月 31 日 香芝市立地適正化計画の策定に向けた市民アンケート調査の実施 

2 月 24 日 第１回庁内検討部会 (立地適正化計画とは) 

3 月 15 日 第 2 回庁内検討部会 (香芝市の現状と課題) 

 

令和 5 年度(2023 年度) 

日 付 内 容 

7 月 31 日 
第 1 回香芝市立地適正化計画策定委員会 

(香芝市立地適正化計画の基本方針について、誘導区域設定の考え方につ

いて) 

8 月 18 日 第 130 回都市計画審議会 (報告 立地適正化計画の策定について) 

10 月 5 日 
第 3 回庁内検討部会 

(骨格構造、誘導方針、誘導施設、誘導区域、防災指針、誘導施策(グルー

プワーク)) 

11 月 15 日 
第 2 回香芝市立地適正化計画策定委員会 

(誘導区域・誘導施策・誘導施設について、防災指針の策定について) 

1 月 31 日 第 131 回都市計画審議会 (報告 立地適正化計画の策定について) 

2 月 6 日 
第 3 回香芝市立地適正化計画策定委員会 

(「香芝市立地適正化計画」の素案について) 
2 月 16 日～ 
3 月 21 日 香芝市立地適正化計画(素案)に関するパブリックコメントの実施 

3 月 26 日 
第 132 回都市計画審議会  

(審議 「香芝市立地適正化計画」の策定について) 

 

令和 6 年度(2024 年度) 

日 付 内 容 

9 月 25 日 令和６年９月定例議会 可決 

12 月 2 日 香芝市立地適正化計画の公表 

  

参考資料．香芝市立地適正化計画の策定経緯 
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（２）立地適正化計画策定委員会 委員 

 

構成区分 氏 名 備 考 

識見を有する者 
◎萩原 雅也 大阪樟蔭女子大学 教授 

○加我 宏之 大阪公立大学 教授 

関係団体が推薦する者 

平越 國和 香芝市商工会 会長 

清水 吉久 香芝市社会福祉協議会 局長 

船木 克容 香芝市自治連合会 会長 

伊坂 善明 
株式会社 UR リンケージ  

都市整備本部 技術推進役 

関係行政機関の職員 

福森 るり 企画部 部長 

上平 健二 総務部 部長 

秋山 優 生活安全部 部長 

平山 訓徳 福祉部 部長 

仲 哲司 健康部 部長 

澤 和七 教育部 部長 

岡本 博文 産業振興局 局長 

市長が必要であると認める者 川田 裕 香芝市議会議長 

アドバイザー 
坂本 悟 奈良県 県土利用政策課 課長 

網蔵 孝紀 
奈良県 リニア推進・ 
地域交通対策課 課長 

   
※◎は会長、○は副会長 

  ※所属・役職等は委員委嘱当時のもの 
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（３）香芝市都市計画審議会 委員 

 

構成区分 氏 名 備 考 

議会の議員 

川田 裕 香芝市議会議長 

下村 佳史 香芝市議会副議長 

中谷 一輝 総務建設委員長 

木下 充啓 総務建設副委員長 

学識経験のある者 

◎ 萩原 雅也 大阪樟蔭女子大学 教授 

加我 宏之 大阪公立大学 教授 

○ 清水 裕子 畿央大学 准教授 

北井 敎雄 建築士 

下村 敏博 弁護士 

松田 真一 天理参考館特別顧問 

関係行政機関 
若しくは 

奈良県の職員 
又は 

香芝市の住民 

船木 克容 香芝市自治連合会 会長 

縄田 多賀司 香芝市農業委員会 会長 

平越 國和 香芝市商工会 会長 

奥田 幸司 高田土木事務所 所長 

  
※◎は会長、○は副会長 

  ※所属・役職等は委員委嘱当時のもの 

 
 


